
表表－－５５    液液状状化化判判定定手手法法一一覧覧表表  

指指針針・・基基準準名名  
液液状状化化判判定定のの対対  

象象ととすすべべきき土土層層 
液液状状化化のの判判定定方方法法  液液    状状    化化    強強    度度    のの    求求    めめ    方方  地地    震震    外外    力力    のの    求求    めめ    方方  構構  造造  物物  へへ  のの  影影  響響  のの  評評  価価  

  

高高圧圧ガガスス設設備備等等耐耐震震設設

計計指指針針（（レレベベルル１１，，レレベベ

ルル２２耐耐震震性性能能評評価価））  

 

高高圧圧ガガスス保保安安協協会会  

11999977，，22000000，，22001122  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
次のすべてに該

当する砂質土また

は礫質土の地盤※

は、地震時に液状

化するおそれのあ

る地盤と判定する｡ 
 
①①地下水位が現地

盤面から10ｍ以内

にあり、かつ現地

盤面から20ｍ以内

の深さに存在する

飽和土層 
 
②②細粒分含有率FC

が35％以下の土層

またはFCが35％を

超えても塑性指数IP 

が15以下の土層 
 
③③平均粒径Ｄ50が

10㎜以下で、かつ

10％粒径Ｄ10が１㎜

以下である土層 
 
④④右欄に示すＦL値

が1.0以下である土

層 
 
※粘土分含有率が

20%を超える地盤を除

く 

 

 
 次式に示すＦＬ値を求
め、この値が1.0以下の
土層については液状化
の可能性があるものと
する。 

 

    

ここに、 

Ｒ：動的せん断強度比 
Ｌ：設計地震動による地震

時せん断応力比 

 
 

動的せん断強度比Ｒは次式によって求める。 

     
ここに、 ＣＷ：地震動特性による補正係数（下表） 

 

 1.0              (RL≦0.1)

 3.3RL+0.67    (0.1<RL≦0.4)

 2.0              (0.4<RL)  
 

繰返し三軸強度比ＲＬは次式で算出する。 
 

 

 

 

 

 

ここに、Ｎa：粒度の影響を考慮した補正Ｎ値 

 

 

  

 

              

                                                   

 

                                                   

   

                                                   

   

 

 

 

 

 

 

 

 
ここに、 

    Ｎ：測定Ｎ値 

Ｎ1：有効上載圧98kN/m２に換算したＮ値 

FC：細粒分含有率(%) 

σ'v：有効上載圧（kN/m2） 

 

地震時せん断応力比Ｌは次式によって求め

る。 

 

   

ここに、 

 ｒｄ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

（=1-0.015x） 

 ＫH：地表面における水平震度 

 σv  ：計算深度における全上載圧(kN/m2) 

 σ'v ：計算深度における有効上載圧(kN/m2) 

 

 地表面における水平震度ＫHは次式を用い

て算定する。 
 
   
 
ここに、   

μk：地震動のレベルに基づく係数 

      
β1：重要度別補正係数 

レベル２地震動を検討するのは重要度Ⅰa，Ⅰ

のみ 
 
β2：地域係数 

 

 β3：表層地盤増幅係数 

                

 

 
（（１１））土土質質定定数数のの低低減減  

液状化すると判定された土層は、ＦＬ値、深度に応じて土質定数を下表を用

いて低減する。低減する土質定数とは、横方向地盤反力係数、地盤反力度の

上限値および最大周面摩擦力を指す。 

表表－－１１  土土質質定定数数のの低低減減係係数数  

地盤面からの深度
X(m) Ｒ≦0.3 0.3＜Ｒ

0≦X≦10 0 1/6
10＜X≦20 1/3 1/3
0≦X≦10 1/3 2/3
10＜X≦20 2/3 2/3
0≦X≦10 2/3 1
10＜X≦20 1 1

2/3ＦＬ≦1.0

地盤の動的せん断強度比ＲＦＬの範囲

ＦＬ≦1/3

1/3ＦＬ≦2/3

 
 

（（２２））流流動動のの検検討討（（レレベベルル２２地地震震動動ののみみ））  

 次の条件を満たす護岸から100m以内の地盤は、「流動するおそれのある地

盤」と判断する。 

 ・護岸水深が5mで、かつ 

 ・護岸高さの1/2以上の層厚で水平方向に連続して液状化する場合 

 

（（３３））地地盤盤のの沈沈下下  

 適切な方法で沈下量を算定す

る。ＦＬ値とＮ値または相対密度を

パラメータとした体積ひずみの推

定チャートが例示されている。 

 
 

 

 

 

 

 

  

  

（（４４））地地盤盤のの水水平平移移動動  

適切な方法で地盤の水平移動量を算定する。具体的な推定方法が示され

ている。 

 

  
 

５５））液液状状化化地地盤盤ににおおけけるる基基礎礎のの耐耐震震性性評評価価  

杭基礎に対しては、応答変位法と土圧法に

よる耐震性能評価法が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

μk

レベル１ 1.0

レベル２ 2.0以上

地域区分 特Ａ Ａ Ｂ Ｃ
レベル１ 1.0 0.8 0.6 0.4
レベル２ 1.0 0.8 0.7 0.7

重要度 Ⅰa Ⅰ Ⅱ Ⅲ
β1 1.00 0.80 0.65 0.50

地盤種別 １種 ２種 ３種 ４種
β3 1.4 2.0 2.0 2.0礫礫質質土土のの場場合合  

砂砂質質土土のの場場合合  

Ver.1.0 

図図－－１１  沈沈下下量量予予測測図図  
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図図－－２２  水水平平移移動動量量とと護護岸岸かかららのの距距離離のの関関係係  

321kH βββμ0.15K 

Ｎ1 = 1.7･Ｎ/(σ'v /98＋0.7) 



 

 


